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書、工事費内訳書及び工事施工内容確認資料
の内容により、施工内容の実現確実性の向上
に対し、十分に確認が出来ると認められる場
合は、ヒアリングを実施しない場合がある。
 申請書等に対する留意事項 競争参加資格
の審査において、申請書等の提出がない場合
又は他の入札参加者と本件工事について相談
等を行い作成されたと認められる場合など申
請書等の記載内容が適正でない場合は競争参
加資格を認めない。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行うものである。
 本公告文の各項目及び、工事の入札に関す
る詳細は、入札説明書による。

別表１ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書等の交付期間 令和３年10月14
日から令和４年１月12日まで（土曜日、日曜
日及び祝日（以下、「休日」という。）を除く。）
 申請書等の受付期間（申請書及び一次審査
に関する資料（技術提案以外）） 令和３年10
月15日から令和３年10月28日までの休日を除
く毎日、10時から16時まで。ただし、最終日
は正午までとする。
 競争参加資格の通知及び一次審査に係わる
結果通知 令和３年11月25日まで
 技術提案及び入札の受付期間（二次審査）
令和４年１月11日10時から令和４年１月12
日12時まで（休日を除く）
 二次審査に係わる技術提案書の採否通知及
び競争参加資格が無い場合の通知 令和４年
２月９日まで
 開札日時 令和４年２月22日10時00分

令和４年２月22日10時30分
 入札保証金の納付等の受付期間 令和３年
11月26日から令和４年２月21日までの休日を
除く毎日、10時から16時まで。ただし、最終
日は正午までとする。〔利付国債の提供の場合
は令和４年２月７日まで〕

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HORITA Osamu Direc‑

tor General of Chubu Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Con‑
struction work of the Kumano Daiichi Tun‑

nel, Route 42 High‑way Construction
work of the No. 4 Tunnel, Prefectural road

Seto Shitara line

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

12 : 00 (noon) 28 October 2021

 The period of time for the submission of

tenders by electronic bidding system : From

10 : 00 A.M. 11 January 2022 to 12 : 00

(noon) 12 January 2022 (tenders submitted

by E‑mail From 10 : 00 A.M. 11 January

2022 to 12 : 00 (noon) 12 January 2022)

 Contact point for tender documentation :

The first Contract Section Contract Divi‑

sion General Affairs Department, Chubu

Regional Development Bureau Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 251, Sannomaru, Naka‑Ward, Na‑
goya‑City, Aichi‑Prefecture 4608514, Tel
0529538138 ex. 2526

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年 10 月 14 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 堀田 治

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和３年度 302号庄内川橋鋼上
部工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）
 工事場所 愛知県春日井市勝川町～名古屋
市守山区喜多山
 工事内容 工事延長 Ｌ＝300ｍ、鋼３径
間連続鋼床版箱桁橋（橋長 Ｌ＝2800ｍ）、
工場製作工 １式、鋼橋架設工 １式、仮設
工 １式

 全体工期 契約締結日の翌日から令和６年
７月26日まで（但し、令和４年４月１日まで
に工事の始期を設定すること）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始
期及び終期を任意に設定することができるフ
レックス工期を採用した工事である。工事の
始期までの余裕期間内は、監理技術者等を配
置することを要しない。また、現場に搬入し
ない資材等の準備を行うことができるが、資
材の搬入や仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
 使用する主要な資機材 鋼材 約2160ｔ
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。なお、上記取り組みの詳
細については、国土交通省中部地方整備局
ホームページアドレス：
https://www.cbr.mlit.go.jp/

「整備局トップ」「入札・契約情報」「工
事」「総合評価運用ガイドライン等（工事
関係）」に記載されているとおりである。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。
 本工事は、入札書及び技術提案書等の同時
提出を行う工事である。
 本工事は、施工手順の工夫等の創意工夫に
よる生産性向上の取り組みを推進する「生産
性向上チャレンジ」の試行対象工事である。

 本工事は、段階的選抜方式における一次審
査に係る申請書（以下「申請書」という。）及
び段階的選抜方式における一次審査に係る確
認資料（以下「確認資料」という。）を提出し
た者のうち、一次審査の審査評価点合計が上
位の者（以下「一次選抜者」という。）以外の
競争参加者による入札を無効とする段階的選
抜方式の工事である。一次選抜者は、一次審
査の審査評価点合計が上位10者（審査評価点
合計が同じ者が複数いる場合は、そのすべて
の者を含む。）とする。ただし、一次審査の審
査評価対象者が10者を超える場合は、10者を
超えた者のうち上位半数（小数が発生した場
合は小数第１位を切上）の者（審査評価点合
計が同じ者が複数いる場合は、そのすべての
者を含む。）を加えることとし、15者を上限と
する。
 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。

 本工事は、完全週休２日を確保した施工を
実施する試行の対象工事である。完全週休２
日を確保出来た場合に工事成績評定点におい

て評価する。また、本工事の完成時に、完全
週休２日取組認定証が発行された場合、中部
地方整備局で発注される総合評価の評価項目
において加点対象とする工事である。なお、
完全週休２日取組認定証は、対象期間中の全
週間数に対して、休日対象日を現場閉所とし
た週間数の割合が70％を超えた場合に発行す
る。また、提出された工程表が週休２日の取
得を前提としていないなど、明らかに、受注
者側に週休２日に取り組む姿勢が見られな
かった場合については、内容に応じて、工事
成績評定実施要領の別紙様式第１における考
査項目「７．法令遵守等」の「８．その他」
の項目において、点数を減ずる措置を行うも
のとする。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行う試行工事である。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。
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